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Ⅰ は じ め に
健康づくりのための運動とスポーツ活動の普及を行うことは，高齢社会となったわが国の社
会保障費を鑑みても重要な柱となっている。北海道は，積雪寒冷地である地域特性から以下の
理由により継続した健康づくりのための活動を行うことへの制限がある。第一に，冬期間の日
照時間の減少，積雪などのさまざまな要因により身体活動量が減少する（１９９７，須田他 ２００６，
須田他）。１）２） 第二には，健康・スポーツ活動の普及には，通いやすい運動施設と適切な助言
や指導のできる運動指導者が必要であるものの，北海道の都市部以外の地域においては指導員
の不足が課題となっている（１９９９，電通総研）。３）
健康づくりのための運動を効果的に行おうとする場合，北海道の都市部以外の地域において
は行政の施策に頼るところが大きい。さらに都市部で活動を行っている専門の運動指導員に依
頼を行うことが多いため，恒常的に指導を受けることは難しい。したがって，個人の意欲や周
囲に実践者がいるなどの環境が継続への大きな要素となる。地域に専門の運動指導員がいない
場合には，ボランティア活動を中心とする地域住民が運動指導員の構成員となり，行政の積極
的な支援が健康・スポーツ活動の普及に大きな影響力を与える。さらに，行政が指導員や運動
実践者の活動意欲を維持させていくにはその費用などに限界があり，地域住民の強い志しに頼
らざるを得ない（２００８，上田）。４）
Ⅱ （NPO）北海道水中運動協会の活動
「（NPO）北海道水中運動協会」は，地方自治体と共同して地域住民の健康づくりのための
運動を普及してきた。指導員養成と活動支援を行い，これまでに３５０余名の水中運動指導員を
輩出してきた。この指導員の多くは地域住民であるので，安全で効果的な水中運動の指導を継
続的に受けられる環境を整えることとなり，健康づくりのための運動を普及する事に少なから
ず貢献している（２００８，上田）。４）
この指導員養成事業の開催にあたっては，次のようなきっかけで行われることが多い。一つ
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１．設立…２００２年４月１日設立，２００３年４月１日特定非営利活動法人として登記
２．設立主旨…
「この法人は，広く道民を対象に元気で活力のある市民による地域社会の活性化を促す
ため，水中運動の普及・啓発を通じた健康づくりに寄与することを目的とする」
（特定非営利活動法人 北海道水中運動協会 定款 第１条目的）
３．事業内容…
１） 健康運動の推進及び普及又は啓蒙のための事業
２） 水中運動・水中運動療法の普及又は啓蒙のための事業
３） 前各号に関する情報収集又は調査研究
４） その他目的を達成するために必要な事業
４．事業規模…（平成１９年度事業報告書より）
１） 会員数 ２９６名（年会費５千円）
２） 情報収集・情報提供 会報発行（年４回）
行政・他団体・学会との意見交換
３） 水中運動教室受託 道内自治体からの受託 ２町計５回
４） アシスタント指導員養成講習会 道内４カ所 計４１名 受講
５） 指導員養成講習会 道内３カ所 計３６名 受講
６） 指導員研修会 道内１１カ所 計２５９名 受講
７） 収支 収入５，９３０千円 支出 ５，９３０千円
は行政の健康づくり推進を行うセクションが，市町村レベルの健康づくりのための運動を推し
進めるために必要な人的資源を確保することを目的として，行政とNPOが共同して開催する
もの，二つめには地域住民の水中運動愛好者が必要な知識や技能を得ることを目的として，地
域住民とNPOが共同して開催するもの，三つめにはNPOが周辺地域を包括した水中運動の
普及を目的として，独自開催するものである。（NPO）北海道水中運動協会の受講者アンケー
トによると，資格を取得しようとする参加者は，次のような動機で参加することが多い。一つ
は水泳や陸上でのトレーニングなどの指導を行っているものや運動以外の健康づくりの活動を
行うものが，自分自身の指導技術向上のために受講しようとするもの，二つには自分自身の健
康づくりや自分の家族など身近な人へ伝える目的で受講しようとするもの，三つにはすでに運
動指導を行っている知人を手伝い，自身も社会活動に参加したいとして受講するものなどであ
る。（NPO）北海道水中運動協会の概要を資料１にまとめる。
資料１ （NPO）北海道水中運動協会の概要
（NPO）北海道水中運動協会は，指導員資格を「アクアインストラクター」（以下「In」）
もしくは「アクアトレーナー」（以下「Tr」）の２つの資格を認定しており，指導員資格を得
る段階として基礎資格である「アクアアシスタント」（以下「As」）を先んじて受講すること
と定めている。「As」資格を保有するものは，「In」または「Tr」を自由に選択し取得するこ
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アクアアシスタント（以下「As」）指導員養成
誰でも簡単に行える水中運動の実践方法を得る実技及び，水に関わる特性の知識を得
る座学講義（１日間－４．５時間）。指導補助を想定した資格である。
アクアインストラクター（以下「In」）指導員養成
集団で行う水中ウォーキング・水中ストレッチング・水中筋力トレーニング等の水中
運動の指導技術を学ぶ講座（２日間－９時間）。
アクアトレーナー（以下「Tr」指導員養成
特に関節症などの主訴改善を目的に，個別で行う水中ストレッチング・水中筋力トレー
ニング・水中コンディショニング等の水中運動の指導技術を学ぶ講座（２日間－９時間）。
とができ，また両方得ることもできる。
設立主旨を達成するために，水中運動指導員養成事業が活動の中に含められており，その概
要は資料２の通りである。
資料２ 水中運動指導員養成プログラム
Ⅲ 水中運動指導員の活動状況について
水中運動指導員養成プログラムで育成された運動指導者が，地域においてどのような役割を
もち期待されているかについて指導の活動の実態を通じて探るために，水中運動指導員を取得
し地域で活動を進めている「（NPO）北海道水中運動協会」の会員に対して，アンケートを実
施し水中運動指導員の特性を考察した。
尚，このアンケート送付に際しては，「北翔大学北方圏生涯スポーツ研究センター 研究倫
理委員会」の審査の議を得たのちに行われた。また，（NPO）北海道水中運動協会理事会へ調
査の趣旨を説明し同意を得た上で送付することとした。各会員への個別送付については，同じ
く調査の趣旨を説明し同意を得た上で，返送用封筒に調査記入用紙を内容記入後封入し無記名
で返送することをお願いした。
１．方法 （NPO）北海道水中運動協会指導員（２９６名）への質問紙調査
２．調査時期 平成２０年２月２６日一斉送付，平成２０年３月２３日回収期限
３．内容
１）年齢
２）性別
３）居住地域
４）保有資格
５）活動の現状と内容
６）職種
４．質問紙送付人数＝２９６名
３
項目 内容 人数 （構成比）
１） 年齢 平均年齢 ４７．５歳 （±１２．５歳）
２） 性別 男
女
未回答
３１
１２５
２
（１９．６％）
（７９．１％）
（１．３％）
３） 居住地域 都市圏
非都市圏
未回答
７０
８５
３
（４４．３％）
（５３．８％）
（１．９％）
４） 保有資格 アクアアシスタント「As」
アクアインストラクター「In」
アクアトレーナー「Tr」
「In」＋「Tr」
未回答
３３
５３
２３
３２
１７
（２０．９％）
（３３．５％）
（１４．６％）
（２０．３％）
（１０．８％）
５） 活動の現状 資格を活用した指導経験あり
資格を活用した指導経験なし
１１３
４５
（７１．５％）
（２８．５％）
６） 職種 主婦
運動指導員
専門職
会社員
公務員
自営
未回答
５１
３３
２７
２２
１３
４
８
（３２．３％）
（２０．９％）
（１７．１％）
（１３．９％）
（８．２％）
（２．５％）
（５．１％）
人数（％）
札幌圏 札幌市，小樽市，石狩市，当別町，江別市，南幌町，北広島市，恵庭市
旭川圏 旭川市，鷹栖町，比布町，愛別町，当麻町，東川町，東神楽町
函館圏 函館市，七飯町
帯広圏 帯広市，芽室町，音更町，幕別町
釧路圏 釧路市，釧路町，白糠町
北見・網走圏 北見市，網走市，訓子府町
５．回答数＝１５８名（回答率 ５３．３％）
６．結果 表１の通り
表１ アンケート調査の結果一覧
都市圏・非都市圏については，国土交通省が定めた「中核都市圏構成市町村」に従い，都市
圏を６つの中核都市に隣した，中核都市と同様の生活圏である地域を都市圏とし，それ以外を
非都市圏とした。（資料３）
資料３ 中核都市圏構成市町村
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資格種類 都市圏 非都市圏 未回答
As １６（２２．９％） １５（１７．６％） ２
In １５（２１．３％） ３８（４４．７％） ０
Tr １６（２２．９％） ７（８．２％） ０
In及びTr １６（２２．９％） １５（１７．６％） １
未回答 ７（１０．０％） １０（１１．８％） ０
合計 ７０（１００．０％） ８５（１００．０％） ３
人数（％）
居住地域では都市圏・非都市圏について，偏りのない運動指導員の輩出が行われていた。こ
のことは，水中運動を用いた健康・スポーツ活動が，北海道広域にわたり普及されており，特
に非都市圏の健康・スポーツ活動普及の大きな役割を担っていることが言える。
保有資格は，「In」を保有するものが５３名と最も多かった。「In」及び「Tr」の両方の資格
を保有するものをあわせると８５名となり，集団に対する運動方法を指導するものが多くいるこ
とがわかった。また，「As」が３３名であり，今後指導員資格である「In」や「Tr」を取得する
であろう，いわば「指導者の卵」についても多くいることが分かった。そのため，継続した指
導員養成の事業が行われることの期待がもたれる。
資格を活用した活動状況について，「資格を活用した指導経験あり」（以下「活動している」）
は１１３名と多くの保有者が得た知識や技能を伝え広めていることがわかった。ただ，「資格を活
用した指導経験なし」（以下「活動していない」）は４５名おり，輩出された人材が活動できる環
境を整える必要があることもわかった。
職種については，主婦５１名（構成比３２．３％），運動指導員３３名（同２０．９％），運動指導員以外の
専門職２７名（同１３．９％）の順に多かった。主婦や運動指導員以外の専門職が資格を保有している
ことは，この資格がボランティア的に活用することを見越して取得することが多いことがわかった。
Ⅳ 結果の分析と考察
保有資格を都市圏・非都市圏別に分類したところ表２のようになった。
特に非都市圏において，「In」資格の保有者が多かった。指導員養成事業の開催は，地域自
治体が健康づくりのための運動を推進する人的資源の確保を目的として行われる場合，その活
用が広範囲に波及されることを視野に置くため，集団指導を行える指導員の養成が希望されて
いる状況にあるためと推察される。また「In」指導員の資格を得て，活動を始めると，さまざ
まな個別ケースが顕在化し利用者からの相談を受け始め，個別対応のニーズもおきてくるので，
「In」資格取得後に「Tr」資格をあわせて取得するケースが出てきているため，都市圏と同
じように「In」と「Tr」の重複保有も増していくことが予想される。
表２ 都市圏・非都市圏別の保有資格
５
職種 全体 都市圏 非都市圏
主婦 ５１（３２．３％） ２３（３２．９％） ２７（３１．８％）
運動指導員 ３３（２０．９％） ２７（３８．６％） ６（７．１％）
専門職 ２７（１７．１％） ６（８．６％） ２１（２４．７％）
会社員 ２２（１３．９％） ９（１２．９％） １１（１２．９％）
公務員 １３（８．２％） ０（０．０％） １３（１５．３％）
自営 ４（２．５％） １（１．４％） ３（３．５％）
未回答 ８（５．１％） ４（５．７％） ４（４．７％）
合計 １５８（１００．０％） ７０（１００．０％） ８５（１００．０％）
人数（％）
全体 都市圏 非都市圏 未回答
活動している １１３（７１．５％） ５３（７５．７％） ５８（６８．２％） ２
活動していない ４５（２８．５％） １７（２４．３％） ２７（３１．８％） １
合計 １５８（１００．０％） ７０（１００．０％） ８５（１００．０％） ３
人数（％）
都市圏・非都市圏での資格者の職業の状況について（表３）は，主婦は都市圏，非都市圏に
かかわらず全体の１／３であった。資格取得の動機が「自分自身のため」，「家族のためにおぼえ
たい」とするものがあり，「機会があれば指導を行ってみたい」とする程度のものであった。
運動指導が専門職である資格者は，非都市圏の地域では少なく，都市圏に多かった。運動指
導を職業とできる環境が非都市圏には少なく，健康づくりのための運動に関わる人的資源が都
市圏に集中する実態が明らかとなった。また，運動指導員は，自分自身の運動技能向上のため
に資格を取得するケースがあり，運動指導員に求められる技能が多岐にわたっていることが推
察された。
非都市圏の地域では，運動以外の専門職と公務員に資格者が多かった。その具体的な職業と
しては，保健師，看護師，理学療法士，ホームヘルパーなどの医療保健福祉分野が７９％を占め
ていた。非都市圏において普段から健康づくりに携わる専門職が予防医療活動としての運動が
必要であることを実感し，また運動指導が専門職である人的資源が少ないことから，自らが運
動指導を行い，また周囲環境を整える事の必要性を実感しているためと思われた。
表３ 都市圏・非都市圏での資格者の職業状況
都市圏においては，３／４が取得した資格を活用し，水中運動の指導を行っていた。活動して
いない資格者のうち，非都市圏では１／３が取得した資格を活用していない実態が明らかになっ
た。活用するような環境整備が行われれば，この比率は少なくなると推察される。（表４）
表４ 資格を活用した水中運動指導の活動状況（都市圏・非都市圏別）
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職種 全体 都市圏 非都市圏
活動している 活動していない 活動している 活動していない 活動している 活動していない
主婦 ３４（３０．１） １７（３７．８） １５（２８．３） ８（４７．１） １８（３１．０） ９（３３．３）
運動指導員 ３１（２７．４） ２（４．４） ２６（４９．１） １（５．９） ５（８．６） １（３．７）
専門職 １８（１５．９） ９（２０．０） ５（９．４） １（５．９） １３（２２．４） ８（２９．７）
会社員 １５（１３．３） ７（１５．６） ５（９．４） ４（２３．５） ９（１５．５） ２（７．４）
公務員 ９（８．０） ４（８．９） ０（０．０） ０（０．０） ９（１５．５） ４（１４．８）
自営 ２（１．８） ２（４．４） ０（０．０） １（５．９） ２（３．５） １（３．７）
未回答 ４（３．５） ４（８．９） ２（３．８） ２（１１．７） ２（３．５） ２（７．４）
合計 １１３（１００．０） ４５（１００．０） ５３（１００．０） １７（１００．０） ５８（１００．０） ２７（１００．０）
人数（％）
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80％
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40％
20％
0％
全体
158名
主婦
51名
運動指導員
33名
専門職
27名
会社員
22名
公務員
13名
自営
4名
未回答
8名
活用 未活用
表５及び，図１～３は，職業ごとの活動状況を全体・都市圏・非都市圏ごとに分類し，それ
ぞれの職業構成比と職業区分ごとの活動比率を示したものである。
「活動している」か「活動していないか」を職業ごとに比率化すると，全体の７１．５％が活動
しているとなっており，全体の活動している割合を上回るのは運動指導員のみであった。
都市圏では，資格取得者の７５．７％が活動しておりその約半数にあたる２６名（４９．１％）は運動
指導員であり，運動指導を専門としているものは自身の知識や技能のニーズを活かす環境が整っ
ていることが推察された。また，運動指導員以外の専門職についても都市圏の平均値を上回り
（８３．３％）取得した資格を活かしていることが分かった。
非都市圏では，資格取得者のうち活動しているものの割合が６８．２％と都市圏よりも低くなっ
ている。これは運動指導員が少なく，自分の余裕のある時間に活動することとなっているため
であろうと推察される。
表５ 職種ごとの指導状況（全体・都市圏・非都市圏別分類，居住地未回答を除く）
図１ 職業ごとの指導状況比率（全体）
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70名
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23名
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活用 未活用
100％
80％
60％
40％
20％
0％
全体
85名
主婦
27名
運動指導員
6名
専門職
21名
会社員
11名
公務員
13名
自営
3名
未回答
4名
活用（都市圏）
活用（非都市圏）
未活用（都市圏）
未活用（非都市圏）
15名
18名
8名
9名
主婦については，都市圏１５名，非都市圏１８名の３３名が活動を行っていた。
活用の内容（重複回答）
水中運動プログラムなどでの指導 ・・・２３名
サークル活動などでの指導補助 ・・・６名
自分自身の健康管理のためや知人・家族に伝える ・・・５名
未活用 ・・・１７名
図２ 職業ごとの指導状況比率（都市圏）
図３ 職業ごとの指導状況比率（非都市圏）
アンケート調査では，活動の現状だけではなく，その内容についても質問を行った。
職業別にその頻度が高い，主婦，運動指導者，運動指導以外の専門職がそれぞれどのような
活用を行っているかについては以下のようになった。（図４～６）
図４ 資格保有者の職業別活動状況（主婦）
８ 上田：北海道における健康・スポーツ活動の普及とNPOの役割
活用（都市圏）
活用（非都市圏）
未活用（都市圏）
未活用（非都市圏）
26名
5名
1名
1名
運動指導員については，都市圏２６名，非都市圏５名の３１名が活動を行っていた
活用の内容（重複回答）
水中運動プログラムの指導 ・・・２１名
水泳プログラム内などでの指導 ・・・１０名
未活用 ・・・２名
活用（都市圏）
活用（非都市圏）
未活用（都市圏）
未活用（非都市圏）
5名
13名
1名
8名
運動指導以外の専門職については，都市圏５名，非都市圏１３名の１８名が活動を行っていた
活用の内容（重複回答）
水中運動プログラムの指導 ・・・１０名
水泳プログラム内などでの指導 ・・・２名
水中リハビリなどの個人指導 ・・・５名
自分自身の健康管理のためや知人・家族に伝える ・・・１名
未活用 ・・・９名
図５ 資格保有者の職業別活動状況（運動指導員）
図６ 資格保有者の職業別活動状況（専門職）
Ⅴ （NPO）北海道水中運動協会が地域・住民に果たした役割と課題
今回収集したアンケートにより，北海道における健康・スポーツ活動の普及がNPOによっ
て認められることが明らかとなった。都市圏の地域では，運動指導員がスキルアップのため資
格を取得している傾向が見られた。都市圏においては，運動を継続して行うための施設設備や
人的資源が確保されているため，運動指導員への期待が高く，多様なニーズに応えるためスキ
ルアップのための受講を行っていることがわかった。今後さらなるスキルアップのために，質
９
の高い養成プログラムを提供することが必要である。
都市圏以外の地域では，自治体にある保健福祉を中心としたセクションが，健康づくりのた
めの運動を地域住民と一体となって取り組んでいる傾向が見られた。人的資源に限りがある都
市圏以外の地域では，自立した健康づくりのための運動を提供するために，地域住民の意欲が
高まることが必要である。そのために行政担当者自らが健康づくりの運動を推進している実態
がある。NPO等の外部支援者はその推進を手助けするための活動を一層充実させる必要があ
る。また，地域住民が運動指導を行う意欲を高めるために，できるだけ簡便で効果が高く安全
な運動プログラムを提供することが望まれる。特に主婦の資格者は，活用する環境が整わなけ
れば，活用場面を見いだせない傾向が見られるので，資格取得後についても継続的に運動指導
者への支援も必要である。
残された課題として，一般住民など運動指導の経験が少なくても指導技術が得られる本養成
プログラムであるものの，活用されていないケースがあることがわかった。今後は，取得した
資格を活用できる場面を積極的に整える必要がある。
そのために，特に都市圏以外の地域では，さらに関係機関と連携する必要がある。
Ⅵ 付 記
本研究は，平成１６年～２０年度文部科学省「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業（旧私立大
学学術研究高度化推進事業 学術フロンティア推進事業）」・北翔大学「北方圏生涯スポーツ研
究センター研究費」の助成を受けて実施した。
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